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154 松山大学論集 第29巻 第5号
の現代的課題 市川兼三先生古稀祝賀論集』（成文堂，2014年）3－5頁参照。
66）拙稿・前掲注64）299頁参照。
Ⅳ．むすびに代えて
以上，CGC原則に従って会社と株主との新たなコミュニケーションの模索に
ついて，概観してみた。今後，インターネットを通じた情報伝達や手続き，権
利行使などが大幅に増大することが予想される。そうした意味では，会社法の
デジタル化への過渡期といえる。現段階では，株主の年齢層の違いでインター
ネット利用率が大きく異なることについて，情報格差（デジタルデバイス）問題
が生じている67）ので，これに対する手当ては必要である。しかしながら，ヴァ
ーチャル株主総会68）も見据えた未来像に確実に向かっていくものと思われる。
したがって，そうした技術革新の法制度化は，利便性の向上とともに株主平等
原則に反しないよう行わなければならない。
注
67）提案書・前掲注43）42頁参照。
68）提案書・前掲注43）23頁，澤口実＝近澤諒「米国におけるヴァーチャル総会増加とわが
国における適否」商事法務2140号（2017年）30頁参照。
【付記】 本稿作成に際し実務の状況については，阿南剛弁護士（潮見坂綜合法律事
務所）の講演［コーポレートガバナンス論点総整理／第22回 STWコーポレート・
M&Aリーガルセミナー（2016年7月26日東京）］および佐藤丈文弁護士（西村あさ
ひ法律事務所）の講演［コーポレートガバナンス・コード対応の動向を踏まえた総
会準備／第97回西村あさひ法律事務所リーガルフォーラム（2017年3月23日福岡）］
によるところが大きい。この場を借りて，御礼申し上げます。
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